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（１）人口減少時代の到来・少子高齢化の進展

日本の人口は、２００６年をピークに減少局面に突入。より一層少子高齢化が進行。

１

35.7

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

1970 1980 1990 2000 2010 2020 2030 2040 2050

日本

ドイツ
スウェーデン

イギリス
フランス

アメリカ

（%）

推計値実績値

（資料）UN,World Population Prospects : 2000より

日本については、総務省「国勢調査」、国立社会保障・人
口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成１４年１月）

　　　主要先進諸国の６５歳以上人口割合の推移

①　人口減少等に対応した新たな都市計画制度の基本的枠組みについて

（資料）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計
人口」（平成１４年１月）



（２）都市圏人口の減少

（資料）国勢調査より
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人口規模が小さい都市圏ほど人口減少が早期におこる。
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　 DID（人口集中地区）の面積は約９割増加した一方で、人口密度は昭和４５年から平成１２年までの３０年間に

約１／４減少。

ＤＩＤ（人口集中地区）の面積と人口の推移（全国）
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（３）市街地（ＤＩＤ）の拡大と人口密度の低下
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　工場の跡地面積は増加している。また、農地の総面積は一貫して減少し、耕作放棄地率は一貫して
増加している。

農地総面積と耕作放棄地率の推移

※耕作放棄とは過去１年間作付けをせず今後作付けをする意志のない土地。
　農地総面積とは、耕作放棄地面積＋経営耕地面積。
　耕作放棄地率とは、耕作放棄地面積÷農地総面積×１００。

資料：農林水産省「農林業センサス」より作成

工場の跡地面積の推移
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※工場の跡地面積とは工場用地の利用転換などにより１年間に事業所の敷地面積にカウ
ントされなくなった面積。
　　跡地面積とは、立地面積－事業所敷地面積増減
　　工場跡地率とは、跡地面積÷前年末敷地面積

資料：平成１６年版「土地白書」より作成
　※土地白書による「工場廃棄面積」を「工場跡地面積」としている

(４)工場跡地面積の推移と農地総面積等の推移
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（５）「都市再生ビジョン」（平成15年12月24日社会資本整備審議会答申）の考え方
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NPO法人数の推移
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（資料）内閣府ＨＰ資料より作成（平成16年12月31日現在）

（６）まちづくりの推進を図る活動を行うＮＰＯ法人の増加

　まちづくりの推進を図る活動行うことを目的として設立された特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の数は、
年々増加。
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（７）都市計画に係る地方分権の流れ

地方分権関連のための都市計画制度の改正経緯

（地方分権推進委員会第２次勧告（平成９年９月）以降）

７

・　１０ｈａ未満の風致地区の決定権限を市町村へ委譲　等平成１３年政令改正

・　線引きについて都道府県の選択制に移行
・　開発許可の技術基準の地方公共団体の条例による強化・緩和　等

平成１２年法律改正

・　都市計画の決定等に関する事務について、原則として自治事務に整理
・　大臣認可を大臣同意と、都道府県知事承認を都道府県知事同意とし、そ
れぞれ協議の観点を明確化
・　指定都市の都市計画決定権限を都道府県並に拡大
・　開発許可等の許可権限を特例市へ委譲　等

平成１１年法律改正
（地方分権一括法）

・　三大都市圏の既成市街地、近郊整備地帯等及び指定都市の区域を含
む都市計画区域以外の用途地域の決定権限を市町村へ委譲
・　１０ｈａ未満の公園、緑地等に係る都市計画の決定権限を市町村へ委譲
・　都道府県決定の都市計画について、大臣認可が必要な特定区域の人口
要件を１０万人から３０万人へ変更　等

平成１０年政令改正

・　重要港湾以外の港湾に係る臨港地区の決定権限を市町村へ委譲平成１０年法律改正

講じた主な措置改正年度



（８）地方分権推進会議からの意見

・　都市計画及び農地転用の制度改正の状況の速やかなフォローアップ等の実施【平成１６年度以降を目
途に実施】
都市計画・・・の在り方については、地方分権推進委員会の勧告等に基づく制度改正の定着状況等につい
て、地方公共団体からの要望等を踏まえつつ、制度改正から５年以内を目途にフォローアップを行うこととし、
その結果に応じて見直しを検討する。その際、関連する制度の在り方等についても、検討するものとする。

・　三大都市圏の既成市街地、近郊整備地帯における都道府県と市町村の都市計画制度に係る役割分
担の在り方、権限移譲等の検討【平成１６年度以降を目途に実施するフォローアップの結果に応じて検討】
地方分権推進委員会の勧告等に基づく都市計画制度の改正の定着状況についてフォローアップを実施し、
その結果に応じて見直しを検討する際、三大都市圏の中核市への権限移譲について、都市機能の集中実
態、他の事務の移譲状況、地方自治制度上の位置付け等を踏まえて検討する。

　・・・まちづくりや土地利用に関する権限は、できるだけ市町村に移譲されるべきである。都市計画法については、
都道府県が策定する都市計画マスタープランの決定、告示が平成16年５月までに行われることとされ・・・ている。
　こうした中で、関係省庁においては、地方分権推進委員会の勧告等に基づく制度改正の定着状況等について、
地方公共団体からの要望を踏まえつつ、速やかにフォローアップに取りかかるべきである。
　具体的には、都市計画制度に関しては、都市計画マスタープランの決定、告示後、今年度中にフォローアップ
に着手することとし、・・・それらの結果に応じて、地方分権推進の観点から、都市計画及び農地転用許可権限の
在り方について、関連する制度の在り方等を含めて、見直しを検討すべきである。

平成１６年５月「地方公共団体の行財政運営と行政体制の整備について意見」

平成１４年１０月「事務・事業のあり方に関する意見」
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②　中心市街地の再生を図るための、広域的な都市機能の規制誘導施策及
　び中心市街地への都市機能の集積誘導施策について

（１）中心市街地における居住人口の減少

都市の人口規模に関わらず、市中心部
（３ｋｍ四方の範囲）における人口は、
実数・シェアともに一貫して減少している。
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※三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵
庫県、奈良県）以外の　地域における人口２０万人以上の都市（政令指定都市を
除く）を対象として国勢調査を集計。

各地で、人口増加圧力に対応するため、

郊外宅地開発が進められてきた。

下記は新潟県K市（非線引き都市計画区域）
の事例。人口は用途地域内で減少し、用途地
域外で増加している。

＋3,377人（ 5％増）
－3,010人（ 7％減）
＋6,387人（24％増）
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（２）中心市街地における事業所数、従業者数の減少

　市中心部（３ｋｍ四方の範囲）における事業所数は、都市の人口規模に関わらず、実数・シェアともに
一貫して減少している。従業者数については、シェアは一貫して減少、実数は特に小規模都市で減少。

※三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）以外の　
　地域における人口２０万人以上の都市（政令指定都市を除く）を対象として事業所・企業統計調査を集計。

都市人口規模別の中心部の事業所数の推移
（平均）

都市人口規模別の中心部の従業者数の推移
（平均）
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（３）中心市街地からの公共公益施設の移転

　市役所は比較的中心市街地に立地しているが、文化施設、病院、高校・大学は郊外部での立地が多くなっ
ている。また、市役所は1970年代において、病院、文化施設は1980年代以降にそれぞれ郊外に移転してい
る例が多い。

公共施設の地域別立地状況
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・調査対象：666市（政令市を除く）のうち、回答のあった551市

・調査方法：郵送による配布・回収方式　（中心市街地活性化基本計画策定の有無を問わない）

・調査期間：平成16年１月19日～2月20日

出典：人口移動等社会経済動向と土地利用に関する調査（平成15年度　国土交通省土地・水資源局）
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　(旧)大店法に関する運用の規制緩和(平成２年)以降、大規模小売店舗の出店が顕著。

※大規模小売店舗立地法第５条１項に基づく店舗新設届出で作成。
　ただし、2000年5月以前は大規模小売店舗法第３条第１項に基づく第一種大規模小売店舗の届出件数。

大規模小売店舗（3,000㎡以上）の立地動向

（４）大規模小売店舗の立地
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（５）大規模商業施設の立地状況

　延べ床面積３千㎡以上の大規模商業施設は、三大都市圏では約半数が商業地域に立地しているのに対し、地
方圏では約１／４。また、近年は、商業地域への立地割合が大きく減少し、三大都市圏では工業系用途地域、地方
圏では工業系用途地域のほか非線引き白地への立地割合が増加。

三大都市圏

地方圏

※三大都市圏は、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県。地方圏は三大都市圏以外の地域。
※建築基準法上の延べ面積3,000㎡以上の物品販売業を営む店舗について集計。
※平成16年末現在。

大規模商業施設（延べ床面積３千㎡以上）

開店時期別立地状況規模別立地状況
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○　非線引き都市計画区域の中で、用途地域外（白地）の幹
線道路沿いに、多くの大規模店舗が立地している。　（右
図の　は、平成３年以降に立地した1,000㎡以上の店舗。）

○　業種は食品スーパー、日曜雑貨、書籍、各種専門店等
多岐にわたっており、市内の小売業店舗面積の７割が、ロー
ドサイド型を中心とする大規模店舗で占められている。

　※　用途地域の面積は約1,500ha。(都市計画区域面積の
約15％）

※　茂原駅前商店街等、中心街の商品販売額、来訪者数
は一貫して減少傾向にあり、空き店舗率も20％を超える。
（駅前の百貨店は平成12年に撤退。）

○　市が策定した中心市街地活性化基本計画（平成12年）　
は、茂原駅周辺の商業地域を中心とした約60haの区域　
（右図の　　　）を対象。ビル床（百貨店撤退後）活用事業、
区画整理事業等の活性化プロジェクトを位置付けている。

1km

◎茂原駅◎市役所

（６）都市郊外部における大規模店舗立地の事例

【千葉県茂原市】

　大規模店舗の多くは、用途地域周辺の用途白地地域に立地。
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（７）中心市街地への来街者の減少

　典型的地方都市の中心市街地における歩行者通行量には減少傾向が見られる。

※各市の中心市街地の歩行者通行量は以下の通り。
　　秋田市：駅前広小路商店街（休日）【市内主要商業地通行量調査（秋田市）】
　　福井市：福井駅前電車通りドトール（まるまん前）【駅前歩行者通行量調査（まちづくり福井㈱・福井商工会議所）】
　　富山市：マリエとやま西側【歩行者通行量調査（富山市・富山商工会議所）】
　　高知市：中心商店街【商店街歩行者通行量調査（高知県・県商振連）】

典型的地方都市における中心市街地における歩行者通行量の推移

2002年を1.00として指数化

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002 2004 2006

調査年度

秋田 福井 富山 高知
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億円

２０～３０万人 ３０～５０万人 ５０万人以上

２０～３０万人 ３０～５０万人 ５０万人以上

（８）中心商業地の売上高、売り場面積のシェア低下

　都市の人口規模に関わらず、市中心部（３ｋｍ四方の範囲）における小売販売額については、市全体に
対する中心部のシェアが一貫して低下している。また、典型的地方都市における売り場面積の中心市街地
のシェアは、総じて減少傾向にある。

※三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県）以外の　
　地域における人口２０万人以上の都市（政令指定都市を除く）を対象として商業統計調査を集計。
※過年度の販売額データについては、平成１４年度の消費者物価指数を１００として補正。

都市人口規模別の中心部の販売額の推移
（平均）

（実数）

（市全体に対する割合）

典型的地方都市における
中心市街地の売場面積とシェアの推移

調査年度

0

2

4

6

8

10

12

14

16

1991年 1994年 1997年 2002年

万㎡

（中心市街地の売り場面積）

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

（中心市街地のシェア）

秋田 福井 富山 高知
秋田 福井 富山 高知
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（９）中心市街地における空き家・空き店舗等の件数の推移

　中心市街地においては、低・未利用地が件数、面積ともに増加している。特に平成２年以降、空き家・
空き店舗及び平面駐車場の増加が著しい。

355 386 338 364

372
386 479

551

67
76
108

127

0

200

400

600

800

1,000

1,200

S60 H2 H7 H12 （年）

（件）

空家・空店舗等

平面駐車場

未利用地

57,32158,283 62,58049,851

132,276123,440
144,071175,889

6,652 9,608

16,503
16,722

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

S60 H2 H7 H12 （年）

（㎡）

空家・空店舗等

平面駐車場

未利用地

出典：低・未利用地の利用状況の変遷に関する経年的実態調査（平成12年度　国土交通省土地・水資源局）

・　全国から応募のあった20都市から調査目的に適合する７地区（日立市、本庄市、木更津市、甲府市、高山市、犬山市、直方市）　を選定し、
調査地区自治体ヒアリング等をもとに昭和60年から平成12年までの15年間の低・未利用地の変遷状況を把握。
・　「中心市街地」：各地区における区域を土地・水資源局にて20ha前後に絞り込んだ区域
・　「低・未利用地」：更地、遊休化した工場、駐車場など、有効に利用されていない土地（仮設の展示場や商店街の空き店舗、密集市街地内
の空家等を含む）

空き家・空き店舗等の件数の推移 空き家・空き店舗等の面積の推移

１７



  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

0 . 75

0 . 80

0 . 85

0 . 90

0 . 95

1 . 00

1 . 05

1 9 91 1 9 9 2 1 9 9 3 1 99 4 1 99 5 1 9 9 6 1 9 9 7 19 9 8 19 9 9 2 0 00 2 0 0 1 2 0 0 2 計

街 な か 街 な か外 総 数

0.96 

0.94 

0.81 

1991 年を 1.00 とした比較 
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(10)交通結節機能の喪失

直方市における交通結節点（直方バスセンター）の状況

行き先案内板の例

路線が大幅に減少

中心市街地人口

の急激な減少

　中心市街地において人口の急激な減少や大規模店舗の閉鎖・企業の撤退が進み､郊外部では大規模店舗の立地が
進行していることから、交通結節点の集積機能が喪失されている。

直方バスセンターの現状

中心市街地からの店舗の撤退と郊外大型
ショッピングセンターの増加

出典：福岡県資料より作成

直方バスセンター

中心市街地
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　都市計画街路の整備状況は約５３％であり、改良率は年平均で約０．７％高まっているに過ぎない。

③　持続可能な都市を構築するための都市・生活インフラの整備の推進方策に
　 ついて

（１）都市施設の整備状況①～都市計画街路

 都市計画道路のうち幹線街路の整備状況
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地域間において、社会資本の整備格差が見られる状況となっている。

【１人当たり都市公園等面積】 【下水道普及率】

（２）都市施設の整備状況②～都市公園、下水道

１人当たり都市公園等面積
（単位：㎡/人）

１０未満
１０以上２０未満
２０以上

１人当たり都市公園等面積
（単位：㎡/人）

１０未満
１０以上２０未満
２０以上

２０



（３）サステナブルな都市を実現するための都市交通
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鉄道 自動車 二輪車 自転車 徒歩バス

１．いずれの都市においても、自動車の
　分担率が上昇傾向にある。また東京に
　比べ、地方都市の方がその傾向が顕
　著である。

２．いずれの都市においても徒歩の分
　担率が低下傾向にある。また東京に比
　べ、地方都市の方がその傾向が顕著
　である。

３．地方都市では、公共交通（鉄道＋バ
　ス）の分担率が低下傾向にある。

交通機関分担率の変化交通機関分担率の変化

　広島市横川駅では、路面電車停留所の移設、
駅前における屋根やユニバーサルデザイン通
路、多目的トイレ整備等により以下の整備効果
があった。

①駅前道路の交通渋滞が解消
　自動車通過時間が約６分短縮

②駅前のにぎわい向上
　路面電車利用者が約３千人（約120％）増
　ＪＲ利用者が約３千人（約13％）増
　駅前広場利用者が約１万人（約40％）増

③交通機関間の移動が安全、安心、
　快適に
　利用者アンケート結果（以下回答率）
　「景観がよく、おしゃれになった」約46％
　「乗り継ぎが便利になった」　　　約38％
　「雨にぬれず、快適になった」　　約33％

交通結節点改善の取り組み交通結節点改善の取り組み

道路が歩行者に開放され、にぎわいの
ある中心市街地

歩行者空間が不足し、にぎわいの欠ける
中心市街地

中心市街地の活性化と歩行者空間の整備中心市街地の活性化と歩行者空間の整備
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　（４）我が国の都市が抱える諸課題に対応するための公園緑地の保全・創出

ｳ
ｨ
ｰ
ﾝ

市街地
緑地2000年1970年1960年

・都市の緑は大幅に減少しており、公園緑地の保全・創出が必要

・美しい国づくりや観光立国の推進のため公園緑地の確保が重要　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・地球温暖化、ヒートアイランド対策等の都市環境への対応のための公園緑地の確保が必要

観光拠点となる都市公園の整備は観光立国の推進のために重要

横浜市ではこの４０年間、人口は３倍に増加、樹林地は１／４に減少 　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(横浜市緑の基本計画)
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都市の緑の保全・創出による地球温暖化対策、ヒートアイランド現象緩和

・年次別沖縄県入域観光客と首里城公園利用者数・国営沖縄記念公園首里城地区 １０ｋｍ

１
０
ｋ
ｍ

１０ｋｍ

１
０
ｋ
ｍ

←現況の気温分
布と緑の保全・創
出を総合的に講
じた場合のシミュ
レーション結果の
気温差
（昼間１３：００）

地球温暖化に対する都市緑化の寄与
（京都議定書目標達成計画における位置付け）

0.5℃以上気温が低減する区域

ヒートアイランド現象の緩和効果（試算結果）

0.3℃以上気温が低減する区域

２２

我が国の緑地水準は、外国の都市と比較した場合、依然として低い水準　

　　　　

ｳｨｰﾝ 東京

ウィーンと東京の市街地の比較
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公共用水域の環境基準達成率(COD)
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（５）下水道による持続可能な都市の構築

・進まない閉鎖性水域（湾・湖沼等）の水質改善のために、高
度処理の推進が必要
・早くから下水道を整備している大都市等において公衆衛生、
水質保全のための緊急的な合流式下水道の改善が必要

三大湾と湖沼では
水質改善が進んでいない

　下水道の普及拡大に加え、高度処理、合流式下水道の改善や水辺整備等の推進による水環境の改善
や施設の老朽化対策が課題

・地球環境保全や資源・エネルギーの枯渇など２１世紀社会
が直面する課題に対応する必要
・求められる都市の良好な水・緑空間の創出

せせらぎ用水としての高度処理水利用
　（東大阪市）

風力＋太陽光発電

による電源供給

風力＋太陽光発電

による電源供給

散水ノズル
１ｍ間隔に設置
毎分２～３リットル

散水ノズル
１ｍ間隔に設置
毎分２～３リットル

ヒートアイランド対策
（汐留地区の下水処理水散水の様子）

タイマーによる自動散水タイマーによる自動散水合流式下水道における雨天時の
未処理下水の流出状況

・持続可能な都市の構築のために、下水道施設の計画的な改
築・更新が必要。

割れ目から

土砂が引き込まれ

舗装下に空洞

２３



（６）社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会
　　　基本問題小委員会における検討

社会資本整備審議会・交通政策審議会計画部会第１回基本問題小委員会資料（平成１７年６月１３日開催 ）
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(うち軽傷) 

6,732
(うち重傷) 

1,366

120,72144,067196,82928,7694,366
8,865

14349合 計

・災害救助法適用
最大震度６弱、玄界島等で
家屋の倒壊、福岡市内で
ビル窓ガラス落下

--2,855583476701
福岡県西方沖を
震源とする地震
（３月20日）

東北北部や北陸の山間部
などにおいて大雪241494555459299086大雪

(12月～３月）

・非常災害対策本部設置
・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

最大震度７、家屋倒壊等に
より多くの人的被害が発生、
住宅、ライフライン、交通機
関等に多大な被害発生

--101,50912,7462,8274,174627046
平成16年（2004年）
新潟県中越地震
（10月23日）

・非常災害対策本部設置
・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

河川の増水や土砂災害、
波浪等によって、極めて多
くの人的被害が発生41,12014,28910,8347,762893431121395台風第23号

（10月18日～21日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用

暴風により多くの住家被害
が発生5,4851,5614,5092871351511527台風第22号

（10月8日～10日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定(農地等)

土砂災害や河川の増水に
よって、多くの人的被害が
発生

14,4125,1932,007783927028126台風第21号
（9月26日～30日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定(農地等)

暴風・高波等により多くの
人的被害が発生、船舶乗
揚げ等の事故多発

6,6261,57065,0651,3961321,150215441台風第18号
（9月4日～8日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

中国、四国地方等の各地
で高潮が発生32,26614,5658,9091333524345314台風第16号

（8月27日～31日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用

四国地方を中心に各地で
土砂災害や浸水による被
害が発生

2,3264006638816226010
台風第15号と
前線に伴う大雨
（8月17日～20日）

・災害救助法適用
・激甚災害指定(農地等)

四国・中国地方を中心に各
地で土砂災害や浸水によ
る被害が発生

2,57927461221116303
台風第10号・第11号
及び関連する大雨
（7月29日～8月6日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

九頭竜川水系の足羽川、
日野川等で堤防の破提・
溢水

9,6754,0522291356615414
平成16年7月
福井豪雨
（7月17日～18日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

信濃川水系の五十嵐川、
刈谷田川等で堤防の破
提・溢水

6,2082,149945,3547013016
平成16年7月
新潟・福島豪雨
（7月12日～13日）

(床上 ) (床下 )（重傷） （軽傷）

浸 水
一部
破損

半壊全壊

負傷者
行方
不明者

死者

備 考主な事象

住家被害（棟）人的被害（人）

区 分

（消防庁調べ 17年３月25日現在）

(うち軽傷) 

6,732
(うち重傷) 

1,366

120,72144,067196,82928,7694,366
8,865

14349合 計

・災害救助法適用
最大震度６弱、玄界島等で
家屋の倒壊、福岡市内で
ビル窓ガラス落下

--2,855583476701
福岡県西方沖を
震源とする地震
（３月20日）

東北北部や北陸の山間部
などにおいて大雪241494555459299086大雪

(12月～３月）

・非常災害対策本部設置
・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

最大震度７、家屋倒壊等に
より多くの人的被害が発生、
住宅、ライフライン、交通機
関等に多大な被害発生

--101,50912,7462,8274,174627046
平成16年（2004年）
新潟県中越地震
（10月23日）

・非常災害対策本部設置
・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

河川の増水や土砂災害、
波浪等によって、極めて多
くの人的被害が発生41,12014,28910,8347,762893431121395台風第23号

（10月18日～21日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用

暴風により多くの住家被害
が発生5,4851,5614,5092871351511527台風第22号

（10月8日～10日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定(農地等)

土砂災害や河川の増水に
よって、多くの人的被害が
発生

14,4125,1932,007783927028126台風第21号
（9月26日～30日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定(農地等)

暴風・高波等により多くの
人的被害が発生、船舶乗
揚げ等の事故多発

6,6261,57065,0651,3961321,150215441台風第18号
（9月4日～8日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

中国、四国地方等の各地
で高潮が発生32,26614,5658,9091333524345314台風第16号

（8月27日～31日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用

四国地方を中心に各地で
土砂災害や浸水による被
害が発生

2,3264006638816226010
台風第15号と
前線に伴う大雨
（8月17日～20日）

・災害救助法適用
・激甚災害指定(農地等)

四国・中国地方を中心に各
地で土砂災害や浸水によ
る被害が発生

2,57927461221116303
台風第10号・第11号
及び関連する大雨
（7月29日～8月6日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

九頭竜川水系の足羽川、
日野川等で堤防の破提・
溢水

9,6754,0522291356615414
平成16年7月
福井豪雨
（7月17日～18日）

・災害救助法適用
・被災者生活再建支援法適用
・激甚災害指定

信濃川水系の五十嵐川、
刈谷田川等で堤防の破
提・溢水

6,2082,149945,3547013016
平成16年7月
新潟・福島豪雨
（7月12日～13日）

(床上 ) (床下 )（重傷） （軽傷）

浸 水
一部
破損

半壊全壊

負傷者
行方
不明者

死者

備 考主な事象

住家被害（棟）人的被害（人）

区 分

（消防庁調べ 17年３月25日現在）

④　安全で安心して暮らせるまちづくりの推進方策について
　（１）　平成１６年度の一連の災害による被害状況等

２５



（２）首都直下地震による被害想定

東京湾北部地震（Ｍ7.3）の震度分布

・内閣府による首都直下地震被害想定　・内閣府による首都直下地震被害想定　（平成（平成1717年年22月）。月）。

・東京湾北部地震は経済被害額が最大（約・東京湾北部地震は経済被害額が最大（約１１２兆円１１２兆円）。）。

・震度６弱以上の区域が都県を越えて広域に拡大。・震度６弱以上の区域が都県を越えて広域に拡大。

被害想定

・都心西部直下地震の場合、死者数が最大となり、・都心西部直下地震の場合、死者数が最大となり、

　約　約１３，０００人１３，０００人。うち火災による死者約。うち火災による死者約８，０００人８，０００人。。

２６



重点密集市街地

（３）密集市街地の現状と公共施設の整備状況

密集市街地の特性

密集市街地の現状

地震時に大きな被害が想定される危険な密集市街地

　・　全国で約 ２５，０００ｈａ

　　　　　　うち、東京、大阪で各約 ６，０００ｈａ存在

地震時等において大規模な火災の可能性があり、重点的
に改善すべき密集市街地　（重点密集市街地）

　・　全国で約 ８，０００ｈａ　（４００地区）

　　　　　　うち、東京、大阪で各約 ２，０００ｈａ存在

地震時に大きな被害が想定される危険な密集市街地

　・　全国で約 ２５，０００ｈａ

　　　　　　うち、東京、大阪で各約 ６，０００ｈａ存在

地震時等において大規模な火災の可能性があり、重点的
に改善すべき密集市街地　（重点密集市街地）

　・　全国で約 ８，０００ｈａ　（４００地区）

　　　　　　うち、東京、大阪で各約 ２，０００ｈａ存在

・木造老朽建築物が密集。

・道路、公園等の公共施設が不十分。

・建築規制に不適合な建築物が多く存在。

・敷地規模が狭小で権利関係者が多いことから、合意
形成が困難。

・借地・借家が多いことにより土地・建物に関する権利
関係が複雑。

・協議・調整に多大な時間を要する。

・木造老朽建築物が密集。

・道路、公園等の公共施設が不十分。

・建築規制に不適合な建築物が多く存在。

・敷地規模が狭小で権利関係者が多いことから、合意
形成が困難。

・借地・借家が多いことにより土地・建物に関する権利
関係が複雑。

・協議・調整に多大な時間を要する。

（平成１５年７月時点） 東京都の重点密集市街地と防災環境軸

10km5 km0 km

東京23区内の防災環境軸（計画全体）1,407kmのうち約 41%が未整備
　　　　 （うち重点密集市街地内約 80kmのうち約 70kmが未整備） ２７



（４）　公園・下水道の地震対策

マンホールに直接接続する
仮設トイレ

新潟県中越地震の被害

大震災時の国民の生命・財産を守る防災公園の整備や下水道施設の耐震化は緊急の課題

・ハードとソフトを適切に組み合わせた行動計画の策定や
減災対策の促進
・重点地域、重要施設での緊急的な耐震対策の促進
・処理場間のネットワーク化及び処理場の防災拠点化
・全国的支援体制の強化

大規模地震時には水質汚染、浸水被害等により多数の人

命に影響の恐れがあり、早急な下水道地震対策が必要

下水道地震対策技術検討委員会（平成17年７月頃提言予定）

都市の防災機能の向上により、安全で安心できる都市づくり

を図るため、地震災害時に避難地・防災拠点となる防災公園
の整備を重点的に推進

○わが国は、国土面積では世界のわずか

　０．２５％ながら、マグニチュード６．０以

　上の大地震の発生状況をみると約２３％

　を占める世界でも有数の地震発生国。

地震災害時における都市公園の役割
　①避難地・避難路
　　避難者を収容し、市街地火災等
　　から避難者の生命を保護
　②防災拠点等
　　・復旧・復興の拠点
　　・救援救護活動の拠点
　　・仮設住宅用地　等
　③延焼防止機能

○中央防災会議等で東海地震、東南海・

　南海地震、首都直下地震の発生による

　甚大な被害が予想されており、計画的

　かつ着実に防災対策を進めることが必要。

新潟県中越地震における都市公園の活用状況

新潟県内の大規模公園は
　・自衛隊の復旧・復興支援の拠点
　・ボランティアによる炊き出し等の活動拠点
　等として機能

被災の程度の大きい小千谷市では、白山
運動公園が、全国から集まった消防部隊
の活動拠点として機能

２８



（５）雨に強いまちづくり

内水対策は下水道の役割

＜全国＞

内水による
被害額
４６％

外水等の
内水以外による
被害額
５４％

約1.3兆円 約1.1兆円

平成5～14年の
10年間の合計
（水害統計より）

（H15年　福岡市）

地下空間の浸水は人命に影響

・集中豪雨の頻発、都市構造の変化（地下空間の利用等）により、高まる浸水リスク
・下水道による浸水対策は、まだ対象区域の５割程度

・浸水対策の目標設定を「降雨（外力）」主体から「人（受け手）」主体に変換
・ハードの着実な推進とソフトの強化、住民等の自助の促進による総合的な対策を推進
・地下街や交通拠点等を重点地区とし、期限を定めて緊急に対策を推進（選択と集中）
・貯留・浸透や管きょのネットワーク化等による効率的な施設整備、ハザードマップの公表等による住民への
情報提供

下水道政策研究委員会浸水対策小委員会（平成17年7月頃提言予定）
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近年、集中豪雨は増加傾向
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(６)刑法犯の認知・検挙状況の推移

出典：警察白書（平成１６年）　

　刑法犯の認知件数が、昭和期の約２倍に増加している一方で、検挙率は低下傾向にある。

刑法犯の認知・検挙状況の推移

３０



【倉敷市】

都市計画手法と景観条例による対応

　美観地区 ： 建物高さ、意匠を規制

　背景保全条例 ： 伝統的建造物群保存地区（伝建地区）の周辺

で高層建物の建設を抑制し、景観を保全（損失補償可能）

倉敷川畔（伝建地区） 倉敷美観地区区域図

背景保全地区

伝建地区

（１）地方公共団体による良好な景観形成への積極的な取組み事例

⑤　歴史的な風土を活用したまちづくり、地域づくりのあり方について

３１

美観地区



○建築物の建築等に対する届出･勧告を基本とするゆるやかな規制誘導

景観計画区域景観計画区域

景 観 地 区景 観 地 区

○都市計画の手法を活用して、より積極的に良好

　な景観の形成を図る地区について指定

○建築物や工作物のデザイン・色彩、高さ、敷地

　面積などについての初めての総合規制

○廃棄物の堆積や土地の形質変更などについて

　の行為規制も条例に定めることにより可能

景観重要建造物景観重要建造物

・樹木・樹木

景観協定景観協定

景観上重要な建築物･工
作物･樹木を指定して積極
的に保全

住民合意によるきめ
細やかな景観に関す
るルールづくり

景観整備機構景観整備機構
NPO法人や公益法人を
景観行政団体の長が指
定

景観重要建造物・樹木の
管理、耕作放棄地等の利
用権の取得等を行う

ソ
フ
ト
面
の
支
援

景観協議会景観協議会
行政、住民、公共施設
管理者などが協議を行
い、景観に関するルー
ルづくりを行う

（都市計画区域外でも指定可能。）

○建築物・工作物のデザイン・色彩については、条例を定めることにより変更命令が可
能

規制緩和措置の活用

（都市計画区域外では『準景観地区）

屋外広告物法との連携

○農地の形質変更等の規制、耕作放棄地対策の強化、森林施業の促進
○自然公園法の特例

景観景観重要公共施設重要公共施設

○「景観上重要な公共施設」の整備　
　　　　　や「電線共同溝法」の特例

基本理念・責務基本理念・責務

景観行政団体が景景観行政団体が景

観行政を担う観行政を担う
都道府県・政令市・中核市に
加え、都道府県の同意により
市町村も景観行政団体とな
ることが可能

（２）景観法の制定（平成１６年）
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（３）景観法の対象地域のイメージ
準景観地区

景観重要建造物

景観地区

景観地区

景観重要建造物

景観重要公共施設

景観重要樹木
景観農業振興地域
整備計画区域

自然公園

市街化調整区域

市街化区域

都市計画区域内

都市計画区域外

景観計画区域
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（４）古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法による取り組み

・歴史的風土保存区域の指定（国土交通大臣指定）

　　建築物の建築等について届出・勧告制により緩やかな保存

・歴史的風土保存計画の決定（国土交通大臣決定）

　　歴史的風土保存区域について、維持保存に関する事項等を定める

・歴史的風土特別保存地区の指定（府県・政令市指定）

　　建築物の建築等について許可制により現状凍結的に保存

今後、歴史的風土部会において全国展開を検討予定

古都以外の市町村における歴史的風土の保存の必要性の高まり

※　古都・・・政治、文化の中心等として歴史上重要な地位を有する市町村

※　歴史的風土・・・歴史上意義を有する建造物、遺跡等が周辺の自然的環境と一体をなして

～山口県萩市における事例～

○法制度による取り組み

○法の目的

奈良県明日香村

京都市

国民共有の資産である、古都における歴史的風土を保存

古都における伝統と文化を具現し、及び形成している土地の状況
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